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r三H 学会雑誌J 82卷特別号一 I (1990年 3 月）

值常状態における消費，成長，所得分配-

士衛田
田糸

1 は じ め に

1960年代の資本論争以降，資本財の異質性に多くの関心が寄せられ，資本の集計が容易ではない 

ことが明らかになった。資本の逆進及び技術の再転換という現象は，集計的資本モデルの理論的基 

礎がそれほど強固ではないことを示しているのである。

しかし財の異質性の問題は， 何も資本の集計にのみ起きるのではない。r 1人当たりの消費J 

(per capita consumption)を測定するときにも同じ問題が起きるのである。 いま，純生産物が，賃 

金所得と利潤所得という形で分配されるとしてみよう。もし賃金，利潤双方の所得から全く同じ 

比率で財が消費されるとするならば，当然消費はこの比率の財バスケットをもって，物理的に指標 

づけることができる。財の価格変化は，この指標に影響を与えろことはないのである。

しかし，もし賃金所得から需要される消費バスケットと，利潤所得からのバスケットが異なって 

いるとしたら，もはや上のように消費を測定することはできない。物理的単位によって消費をひと 

つの指標として集計することはできず，消費を指標づける場合には必ず価値がかわってきてしまう 

のである。

筆者の知るところ，まだ消費に関して集計の問題は論じられておらず，経済成長と1 人当たりの 

消費の負の相関関係も決っして疑われることがなかった。

そこで，本稿では，まず所得源泉の相違によって消費財バスケットが異なる場合の消費の集計の 

問題を論ずる。そして，次に数値例を用いて，ある技術の経済においては，価値で表した1人当た 

りの消費と経済成長率の間に正の相関がありうることを示す。特に，この正の相関関係が，ニュメ 

レールのとり方にかかわらず得られるという点が強調される。

2 モ デ ル

国民純生産物が賃金と利潤という形で分配されるような，スラッファ型の経済を考えてみよう。

* 本稿作成に当たりイアン. スティードマン教授（マンチ= スタ一大学）より貴重なコメントを頂いた, 

記してここに謝意を表する。尚，本研究は文部省科学研究費補助金による研究成果の一部である。
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簡単化のために，賞金所得からの貯蓄はゼロであると想定する。利潤所得からの貯蓄率をぶと記し， 

この値はゼロと1 の間にあると仮定する。つまり，利潤所得の一部は消費にまわり，一部は貯蓄に 

まわるとするのである。賃金所得ならびに利潤所得をもって需要される財バスケプトは所与とし 

そ れ ぞ れ d c と記すことにする。

このとき，恒常状態，すなわち長期競争均衡は次のように表される。

( 1 ) p=0.+r) pA+wL

(2) x =  ( l+ g ) Ax + CwLx/pdto) dw+(.l—s) CrpAx/pdc') dc

( 3 ) ムc = l

(4) pq=\

ここで， 価格ベクトル， r : 利潤率， A ：技術係数行列， W : 賃金率， L  : 労働投入べクトル, 

2：: 産出物ベクトル，び：成長率， g : ニュメレール• バスケット，である。生産技術は規模に関 

して収獲不変であるものと想定する。オリジナルなスラッファモデルではそのような想定はされて 

いないが，ここでは扱い易さの観点からこのように想定することにする（Sraffa (I960)を見よ）。

U)式は費用一価格の均等関係を示している。長期均斉成長下での需給均衡を表しているのが(2)式

である。（3)式，（4)式は，それぞれ生産物，価格を基準化するための式である。この方程式体系(1)一
( 1 )

(4)に非負解があることを誕明するのは，さほどむずかしくない。

もし，du> (賃金所得からの消費バスケット）と dc (利潤所得からの消費バスケット）が等しいならば，

1人当たりの消費はこのバスケットの数をもって物理的に指標づけることができる。この場合，ニ

ュメレール•バスケットをi/u；( =ゴC )にとれば，M；+ (l —5) が 1人当たりの消費バスケット

の数を表すことになるのである。所得源泉の違いにかかわらず同一の財バスケットが消費され，し

かもこのバスケットが所得の大きさを測る価値尺度になっているのであるからそれは当然のことで
( 2 )

ある。

しかしながら，もし所得源泉によって消費される財バスケットが異なるとしたならば，もはや上 

のように1人当たりの消費を物理的に測定することはできない。仮に，どちらかの消費バスケット 

を価値尺度として採用したとしてみよう。 このときM；+ (l —5 )グル4 a ;は， もしその財パスケット 

のみが消費されると仮定したならぱどれくらいの量消費したことになるか，ということを単に示す 

にすぎないのである。

さて，これ以後ある財バスケットをニュメレールとして選び，CヨM； + a —S)rか4a;を 1 人当たり 

の消費の指標としてみよう。つまり， じは，価値で表した1人当たりの消費というわけである。こ 

れは，従来の概念の自然な拡張であると考えられる。 なぜなら， とふが等しくかつそれらが 

ニュメレールとして採られたとき， は従来の物理的単位による指標と一致するからである。

注 （1 ) Franke (1985), Hosoda (1989)を見よ。

( 2 ) この場合，良く知られた「双対性」が成立し，賞金率一利潤率関係は消費一成長率関係と同一視で 

きる。たとえばBruno (1969), Fujimoto (1975)などを見よ。
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さて，次の節では，数値例を用いて，価値で表した1人当たりの消費と成長率の関係について 

r変則性」のあることを示すことにする。力;，その前にごく簡単に，分析的な面についてふれてお 

きたい。

恒常状態ではg = srであることを考慮すると，定義より

c=w+^r—g') k

となる。ここでみ= か4 ® である。ゐはr とg の関数と考えられるから

(5) S (^dc/dg)= dw /dr+  (1—s) k [1 + Cdk/dg')(.g/0  + idk/dr)Q r/A)]

( 3 )

が得られる。 もし，新古典派のr寓話」が成立するならば，（ぬ/め が 成 り 立 つ 。 したがゥ 

て， 1人当たりの消費が成長率と負の相関関係をもつのである。しかし一般的な場合，そのような 

結論は得られず，dc/dgの負号は確定できないのである。

3 数 値 例

この節では，数値例を用いて，価値で表 

した1 人当たりの消費e と成長率g との関 

係について具体的に解明してみる。この目 

的のために次のような数値を考えてみよう。

図

例

A-

dw'

( 0 1/2、 

a /8  0 )

：：)

L  =  ( l , 1)

図

まず s = 0 の場合を考える。このとき， 

c=w+rpAx, g=0 である。dw をニュメ 

レ ー ル • バ ス ケ ッ ト としてとると，右のよ 

うな因を得る（図1)。通常の賃金率一利潤 

率の関係が第1 象限に描かれている。 g ニ 

s rは第4 象限に描かれているが，g = 0 の 

ためr 軸の正の部分と一致してしまってい 

る。第 3 象限には， 1人当たりの消費と成 

注 〔3 ) 新古典派の「寓話」とそれに対する批判に関しては，Harcourt (1972)を参照のこと。
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長率の関係，すなわちc—g 曲線が描かれている。 今の場合この曲線（直線）は ^:軸上にある。 賃 

金率と消費との関係を表すのが第2 象眼のM；— C曲線である。興味深いことに，このw — C曲線は

第 2 象限で負の勾配をもっている。もし所得源泉の違いにかかわらず消費財バスヶットが同一であ
(4)

るならぱ，この曲線は上で室直になっていなけれぱならない。

次に， S が正であるけれどもその値が充分小さな場合を考えてみよう。このときの— C曲線は, 

図 1 のそれの近くに位置していると考えられる。 w - r , W-C, ニ s r のそれぞれの関係を組み合わ 

せて，新しいC 一 gr曲線を得ることができる（図2 )。図2 において， 5 = 0 . 1 として曲線は描かれ 

ている。こうして得られたC 一 曲線は普通のものと全く異なった形をしているのがわかる。 g 軸, 

C軸を通常の位置になおして描いたのが図3 である。これは右上がりの曲線であり，価値で表した 

1人当たりの消費と成長率が正の相関をもっていることを表しているのである。

なぜそのような現象がおきるのか，直観的に次のように説明することができる。利潤率が上昇す 

るにつれて，賃金率は減少するが，これは1人当たりの消費の大きさにマイナスの影響を与えろ。 

しかし利潤率の上昇は，第 2 財の相対価格を引き上げる。それと同時にまた純生産物の構成を第1 

財から第2 財へとスイッチさせる。したがって，利潤所得からの消費の価値は増大し，しかも賃金 

所得からの消費の減少を補ってあまりあるものとなるのである。

次にニュメレールバスケットをゴ„«からんにかえてみよう。 5ニ 0 ならば，グ= 0 のときのじの 

値 （すなわちm ax)と， = のときのCの値が等しくなることを示すことができる（付録 

の命題1を参照)。 しかし残念ながら， この場合W — C曲線はC軸にま直な直線とはなり得ないので 

ある（付録の命題2を参照)。5 = 0 の場合，前と同じ数値例の下で， をニュメレールとして，図4 

のような曲線を得る。

以前と全く同様に， S は正だが極めて小さな値をとるものとしてみよう。このとき得られるM；— 

e 曲線は図4 のそれと似た形状をしている。実際， 5 = 0 . 1 として，図5 におけるような曲線を得

図 図

0.3 9

注 （4 ) この場合，いわゆる「双対性」が成立するから， flf ニ 0 のときCは一定となる。勿論この場合でも 

dw<： =  d e )がニュメレールに採用されなけれぱ，消費の価格再評価がおこるため，C は一定とはなり 

得ない。
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図 5 図 6

ることができる。図 5 のC軸とg 軸を普通の位置にして得たのが図6 である。成長率grがゼロから 

大きくなるにつれて，価値で表した1人当たりの消費は減少してゆく。しかし，ある点を越えると 

今度は増加に転ずるのである。

このような動きに関しては次のように説明することができる。まず，相対価格の動きも利潤所得 

からの物理的な消費の動きも， 前 の 場 合 の 場 合 ）と同じであることに注意しておく。 異な 

るのは，賞金率の動きである。第 2 財で測った賃金率は，第 1財で測った場合より利潤率が上昇す 

るにつれて当初速く減少する。この効果のために， 1人当たりの消費は初め減少するのである。 し 

かし，賞金率の減少率はやがて小さくなり，ある点をこえると相対価格の消費に対する影響が前者 

をしのぐようになる。こうして1人当たりの消費は増加に転じるのである。

いずれにせよ，利潤所得からの貯蓄性向S が極めて小さいとき，d m ,もどちらのバスケヴトをニ 

ュメレールに採ろうとも，成長率のある範囲でC 一 gr曲線が右上がりになることがわかったのであ 

る。勿論S が 1 に極めて近けれぱ， e — sr曲線は通常の右下がりの形になる。このとき，定義より 

e はにほほ '等しくなるからである。

さて，ここで当然疑問になるのは， C 一 gr曲線を右下がりにするようなュュメレール•バスケッ 

トが存在するかどうかということである。今まで扱ってきた数値例に関する限り，答えは否である。

としたとき，

(ニ）
を ニ ュ メ レ ー ル•バスケットとしてみよう。価格の基準化においては比率のみが本質的な問題であ 

るから，上のバスケットは充分一般的である。

再び初め5 = 0 としよう。r = 0 のとき，C ニ M/max ニ 5/2 (4—0：) となる。r  ニ (つまり最大利潤率） 

のとき，e=/?/>A;r =  5 /4 (2 - c O となる。 キ0 である限り5/4 (2—め〉5/2 (4—a ) であるから， 

M；— C曲線はどこかで必ず負の勾配をもつ。《= 0 のとき，これはi/eをニュメレールにとることを 

意味する。この場合M； — C曲線が負の勾配をもちうることを示したぱかりである。つまり，あらゆ
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る場合において，M； — C曲線は一部义は全 

部の領域で負の値きをもつことがわかった 

のである（図7)0

S が極めて小さければ，このときの— 

C 曲線は図7 のそれとほぽ同じ位置にあり， 

形状も極めて似ていろ。よって，前と同様 

の議論から，どのようなバスケットをニュ 

メレールとして採用してもC — g 曲線は右 

上がりの部分をもつことが明らかとなった 

のである。

ここから得られるひとつの重要な帰結は，

図

上のような「変則性」は，たとえぱスラヴファの標準
( 5 )

商品をニュメレールに採用してもとり除くことができないということである。標準商品は価格ヴィ 

クセル効果を中立にすることはできても，消費指標に対する価格の影響をなくすことはできないの 

である。標準商品は相対価格の変化そのものを取り際くわけではないから，消費の価格再評価の効 

果は必ず残ってしまうのである。

以上の議論は，勿論ある経済において価値で表した1 人当たりの消費と成長率が負の相関をもち 

うることを否定するものではない。実際各産業の資本の有機的構成が等しい場合，所得源泉にitsじ 

て消費バスケットが異なっても，通常の逆相関の消費と成長率の関係が得られるのであ*!)。しかし 

このような経済が，本稿の数値例で表される経済よりも一般的であると言うことはできないのであ

4 お わ り に

伝統的な集計的生産関数の議論によれば， 1 人当たりの消費は利潤率ならびに成長率と負の相関 

をもつ。これは等量曲線が仮にL 字型のものであっても，多少の修正をもって成りたつ。しかしな 

がら，本稿の数値例で示した通り，財が財によって生産されるような経済においては，そのような 

ことは一般に正しくない。つまり，所得源泉によって消費バターンが異なる場合， 1 人当たりの消 

費と成長率が正の相関をもちうることが示されたのである。もっとも，資本理論においていくつか 

の r変則性」がすでに知られている現在，消費理論においてそのような「変則性」が見出されても 

別に驚くには値しないことかもしれない。

注 （5 ) 標準商品に関しては，Sraffa (I960 ),第IV章を見よ。

( 6 ) 相対価格はこの時不変であるから，消費に対すろ価格の再評価の影響はない
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付 録

この付録においては，本文中においてふれた命題を証明する。1

価値表示の1 人当たりの消費じは，結局利潤率；̂の関数であるからご0 ) と記すことにする。

命 題 1 5 =0 か つ de ニ q (ニュメレ一ル •バスケット） ならば，ご⑦） と C ( /? )は等しい。

証 明 （2)式 と 5 = 0 より 

A  1 x = U - A ] - ^  C

が成りたつ。 ここでじは

C= [w/Cp d w ')] d w +  [rpAx/(p d e ]̂ de  

と定義される。A 1 の両辺に左側から2：を乗ずると 

A 2 1 =  L x = L [I—A\~̂  C

を得る。ここで/»〔0), W *をそれぞれrニ 0 に对応する価格ぺクトル及び賃金率とすろとL [ I -  

A]~^=p Co)/W *が成りたゥている。P Qd) de=i> (y) d e = lがすべてのr について成立するから，A 

2 i り

A  3 M；*ニ [w /わ O )  dvA p (0) dw+rp O ) A x  O )

を得る。A 3 より

ぺ 0)=M ；*ニ わ〔R ) A x U O =  ( K R )

が得られる。 （IE明終）

命 題 2 5 = 0 でゴe =  g ならば， ほとんどあらゆる場合において，価値で表した1 人当たりの消 

費は利潤率とともに変化する。

証 明 A 3 とCの定義より

c= w + w *~  [w/pdw] p(ff) dw

となる力:，これは

A  4 c=w {\—\_p (0) dwf i.pdv^W +w*

を意味する。A 4 を r で微分すると

A  5 c'=tv'{l— lp CO) dw/pdw]} — w Ip (0) dU id Q)dw)/dr]

を得る。これより次の式が成立することがわかる。

C' (r=o= — W  i p  (0) dw/(.pdwy\ i d  i p d w ')/ d r ]  

d w はニュメレール• バスケットではないから，上の値はほとんどの場合においてゼロとはなり得 

ない。 （誕明終）
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